
別紙様式３

競争入札

公益法人
の区分

国所管、
都道府県
所管の区
分

応札・応
募者数

研究情報ネットワークシステムにおける運用
保守強化のための運用支援業務 一式

支出負担行為担当官
国立医薬品食品衛生研究所
総務部長　町田　吉夫
東京都世田谷区上用賀1-18-1

H28.11.18
日立電線ネットワークス株式会社
代表取締役　筒井　輝明
東京都台東区浅草橋１－２２－１６

一般競争入札 4,087,260 2,696,652 65.98% １者

連動型形態別元素分析システム １式　購入

支出負担行為担当官
国立医薬品食品衛生研究所
総務部長　町田　吉夫
東京都世田谷区上用賀1-18-1

H28.11.22
株式会社池田理化
代表取締役　高橋　秀雄
東京都千代田区鍛冶町１－８－６

一般競争入札 27,766,800 20,498,400 73.82% ６者

トリプル四重極型質量分析装置　１式　購入

支出負担行為担当官
国立医薬品食品衛生研究所
総務部長　町田　吉夫
東京都世田谷区上用賀1-18-1

H28.11.28

株式会社帝国理化
代表取締役　鈴木　洋史
東京都中央区日本橋室町２－５－
８－７０２

一般競争入札 15,501,240 14,999,040 96.76% ３者

指定添加物の安全性に関する試験（酢酸2-
ブトキシエチル外5物質に関する染色体異常

試験）

支出負担行為担当官
国立医薬品食品衛生研究所
総務部長　町田　吉夫
東京都世田谷区上用賀1-18-1

H28.11.16
シミックファーマサイエンス株式
会社
東京都港区芝浦1-1-1

一般競争入札 9,979,200 4,536,000 45.5% ２者

指定添加物の安全性に関する試験（酢酸2-
ブトキシエチル外5物質に関する復帰突然変

異試験）

支出負担行為担当官
国立医薬品食品衛生研究所
総務部長　町田　吉夫
東京都世田谷区上用賀1-18-1

H28.11.16
シミックファーマサイエンス株式
会社
東京都港区芝浦1-1-1

一般競争入札 1,944,000 1,296,000 66.7% ２者

細菌を用いた復帰突然変異原性試験に関
する情報収集および毒性情報整理　一式

支出負担行為担当官
国立医薬品食品衛生研究所
総務部長　町田　吉夫
東京都世田谷区上用賀1-18-1

H28.11.30
(株)ボゾリサーチセンター
東京都渋谷区大山町36-7

一般競争入札 8,575,200 7,700,400 89.8% ２者

遺伝毒性に関する網羅的情報収集および毒
性情報整理　一式

支出負担行為担当官
国立医薬品食品衛生研究所
総務部長　町田　吉夫
東京都世田谷区上用賀1-18-1

H28.11.30
JFEテクノリサーチ(株)
東京都千代田区大手町2-7-1

一般競争入札 8,640,000 8,640,000 100.0% １者

一般毒性に関する網羅的情報収集および毒
性情報整理　一式

支出負担行為担当官
国立医薬品食品衛生研究所
総務部長　町田　吉夫
東京都世田谷区上用賀1-18-1

H28.11.30
(株)東レリサーチセンター
東京都中央区日本橋本町1-1-1

一般競争入札 5,940,000 4,428,000 74.5% ４者

慢性毒性・発がん性に関する網羅的情報収
集および毒性情報整理　一式

支出負担行為担当官
国立医薬品食品衛生研究所
総務部長　町田　吉夫
東京都世田谷区上用賀1-18-1

H28.11.30 (株)東レリサーチセンター 一般競争入札 6,480,000 3,780,000 58.3% ４者

生殖発生毒性に関する網羅的情報収集およ
び毒性情報整理　一式

支出負担行為担当官
国立医薬品食品衛生研究所
総務部長　町田　吉夫
東京都世田谷区上用賀1-18-1

H28.11.30 (株)東レリサーチセンター 一般競争入札 5,508,000 4,320,000 78.4% ３者

公共調達の適正化について（平成18年8月25日付財計第2017号）に基づく競争入札に係る情報の公表（物品役務等）

物品役務等の名称及び数量
契約担当官等の氏名並びにそ
の所属する部局の名称及び所
在地

契約を締結した日
契約の相手方の商号又は名称及び

住所

一般競争入札・指名競
争入札の別（総合評価

の実施）

予定価格
（円）

契約金額
（円）

落札率
（％）

公益法人の場合

備　考

④新規案件で競争性のない随意契約であるものにあっては、「新規」
⑤委託契約金額に占める再委託金額の割合が２分の１を超えるものにあっては、「再委託」

③競争入札、企画競争又は公募をした場合の応札（募）者数（1 者の場合は「1 者」、2 者の場合は「2 者」と付すこと。）。
②随意契約見直し計画において一般競争入札等に移行することとされていたが移行していないものにあっては、「未措置」
①低入札価格調査の対象となったものにあっては、「低入札」
※以下の①～⑤に該当する場合には、備考欄に当該符号を付すこと。
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